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の納付猶予制度
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社会保険料の納付
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■ 社会保険料納付期限の考え方

毎月事業主が納付する社会保険料額については、提出される被保険者の資格取得届・

資格喪失届・賞与支払届と言った届出書類に基づき毎月 5～10日頃に前月分が確定され、

20日頃に各事業所へ「保険料納入告知書」を送付する方法にて通知されます。

保険料の納付期限は月末（土日の場合は翌営業日）

期日までに保険料納付がされない場合は、後日、年金事務所から指定期限を設けた

督促状が送付されます。

 

■ 社会保険料の納付方法

・金融機関での窓口納付

毎月20日頃に日本年金機構より送付される「保険料納入告知書」を持参して金融機関で

直接支払い。

・電子納付（Pay-easy）

ATMやネットバンキングなどで、収納機関番号、納付番号、確認番号などを入力しての

支払い。

・口座振替による納付

指定金融機関の預金口座から保険料を自動的に振替して納付する方法。

保険料口座振替納付申出書に金融機関届出印、金融機関の確認印を捺印の上、

年金事務所の窓口に提出する。自動振替なので、支払い忘れが防げる。

3月分 4月分 5月分 6月分

4/20
納入告知書作成

4/末
納期限



社会保険料の納付

■ 保険料口座振替辞退（取消）通知書

年金事務所で直接もらうか、最寄りの年金事務所へ電話して郵送による取り寄せも

可能です。

書類は3枚複写になっており、必要事項を記入し、 1枚目には事業主の代表者印を

2枚目には金融機関届出印を捺印します。
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　納期限到来前の引き落としを止めたい場合は
　口座振替による保険料納付は、納期限に自動的に引き落としされます。
　納付猶予を検討する場合は、まず、自動引き落としがされないように、
　保険料口座振替辞退（取消）通知書 を年金事務所へ提出する必要があります。



社会保険料の猶予制度
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3月分 4月分 5月分 6月分

4/末
納期限

5/末
納期限

6/末
納期限

■ 通常のフロー

保険料等の納期限までにその納付がなければ督促状が届きます。

その督促状にある納期限に納付をしない場合は、納付するまでの日数に応じて

延滞金がかかるほか、財産の差し押さえなどの滞納処分を受けることがあります。

■ 社会保険料の猶予制度

社会保険料の納付が困難な場合は、

　換価の猶予　 /　納付の猶予を検討しましょう。

・換価の猶予

保険料等を一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれが

ある場合に、  申請に基づいて差押財産の換価（売却）が猶予される制度です。

・納付の猶予

災害、病気、事業の休廃業などによって保険料等を一時に納付することができないと

認められる場合や、届出が遅延したことにより遡及した月分に係る保険料等の

納付義務が発生し、本来の法定納期限か  ら１年以上経過した月分に係る保険料等を

一時に納付することができない理由があると認められる場合に、申請に基づいて納付が

猶予される制度です。  



社会保険料の猶予制度
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■ 換価の猶予　/　納付の猶予が認められたら

・換価の猶予

① 既に差押えを受けている財産の換価（売却）が猶予されます。

② 差押えにより事業の継続又は生活の維持を困難にする恐れがある財産については、

　差押えを猶予  （又は既にした差押えを解除）することができます。

③ 換価の猶予期間中の延滞金の一部が免除されます。

・納付の猶予

① 新たな差押えや換価（売却）などの滞納処分の執行を受けません。

② 既に差押えを受けている財産がある場合には、年金事務所に申請することにより、

　その差押えが  解除される場合があります。

③ 納付の猶予が認められた期間中の延滞金の全部又は一部が免除されます。

■ 新型コロナウイルスの特例について

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業等に係る収入に相当の減少があり、

一時的に厚生年金保険料等を納付することが困難となった事業主・船舶所有者の方は、

年金事務所へ申請することにより、厚生年金保険料等の納付の猶予（特例）を受ける

ことができます。

　猶予期間は原則1年の範囲内で、状況に応じて判断されます。
（猶予期間中に完納が難しい場合は、最長 2年以内に延長されることもあります。）



社会保険料の猶予制度
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■ 特例を適用する流れ

①自社が該当するかを確認 
 

納付猶予の特例を受けるための要件を確認し、自社が該当するかを確認します。  

 

②納付猶予（特例）の申請 
 

延滞金の対象になる前に年金事務所へ納付猶予（特例）の申請を行います。  

 

③年金事務所にて申請書内容の審査 
 

事業所が対象となるか審査が行われます。  

 

④許可通知書が到着 
 

猶予が許可されると、納付の猶予（特例）許可通知書が届きます。  



厚生年金保険料等納付の猶予（特例）申請書の書き方

猶予を受けようとする場合には、「納付の猶予（特例）申請書」提出する必要がありますので、以下の例を参

考に記載してください。なお、「３ 猶予額の計算」欄については、国税、地方税、労働保険料等の猶予許可通

知書等を添付したうえで、「別紙国税の許可通知書のとおり」等と記載いただくことにより、記載を省略するこ

とができます。
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厚生年金保険料等納付の猶予（特例）申請書の書き方

申請書の記載欄に書き切れない場合は、別紙(様式自由)に記載のうえ、添付してください。 
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労働保険料の猶予制度
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■ 労働保険料の猶予制度の特例について

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業等に係る収入に相当の減少があり、

一時的に労働保険料等を納付することが困難となった事業主の方は、管轄の労働局へ

申請することにより、労働保険料等の納付の猶予（特例）を受けることができます。



労働保険料の猶予制度

#10

■ 特例を適用する流れ

①自社が該当するかを確認 
 

納付猶予の特例を受けるための要件を確認し、自社が該当するかを確認します。  

 

②納付猶予（特例）の申請 
 

保険料の納期限の前に労働局へ納付猶予（特例）の申請します。  

 

③労働局にて申請書内容の審査 
 

事業所が対象となるか審査が行われます。  

 

④納付猶予決定通知書が到着 
 

猶予が許可されると、納付猶予決定通知書が届きます。  



労働保険料等納付の猶予申請書の書き方

Ⓐは労働保険番号を記入　Ⓑは納付猶予を希望する概算保険料を記入
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労働保険料等納付の猶予申請書の書き方

〇 申請・審査に当たり、収入が確認できる書類（売上帳や現 ⾦出納帳、預⾦通帳のコピーな

ど）の提出が必要となりますが、準備に時間がかかる場合など、提出が困難なときは、口頭

で確認されます。〇  最近、国税、地方税及び厚生年 ⾦保険料等の納付猶予の特例を受け

た場合は、当該猶予許可通知書（最近２か月程度のもの）及び当該猶予申請書の写しを提

出いただくと申請書「２  猶予額 の計算」欄の記載は省略できるとともに必要書類の提出も

不要です。 
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まとめ
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社会保険料 労働保険料

申請先 管轄の年金事務所 都道府県労働局

申請期限 災害がやんだ日から
2か月以内
※災害がやんだ日は
被災状況により判断

災害がやんだ日から
2か月以内
※災害がやんだ日は被
災状況により判断

猶予期間 原則１年
※最長２年

原則１年
※最長３年

猶予期間中 分割納付可 分割納付可

延滞金・延滞税 免除 免除

財産の差し押さえ 猶予 猶予

相談窓口 0570-666-228
（ナビダイヤル）

労働局労働保険
徴収課室

未曽有の国難をのりきるために　 
緊急事態宣言の延長の可能性が高まる中、まだまだ先が見通せない状況が続いて  

います。 

アフターコロナを迎えるためにも、今は、とにかく耐えなければなりません。  

少しでも手元のキャッシュフローを維持するためにも、社会保険料・  

労働保険料の納付が困難だと感じたら、 放置せず、すぐに猶予制度の活用を  

検討、申請しましょう。  

申請方法が分からないときは社会保険労務士へご相談ください。  


